第１号様式（第７条関係）

令和　年　月　日

　　公益財団法人東京都中小企業振興公社理事長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒　　　－　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　  登記上の
　　　　　　　　　　　　　　　　　本店所在地　
　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　
　　　　　　　　　　　　　　　　　役職名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


年度　AI×データ知財取得支援助成金　交付申請書


下記のとおり助成事業を実施したいので、別紙の書類を添えて、助成金の交付を申請します。

記

１　出願テーマ
　　〔　　　　　　　　　　　　〕

２　助成金交付申請額　　　　円

[bookmark: _Hlk33471031]３　申請状況
〇申請日時点で本助成金以外に申請中又は申請予定の知的財産関連助成事業
	申請先
	助成事業名
	テーマ
	助成金申請額
	本申請との経費重複

	
	
	
	
	（　）有（　）無

	
	
	
	
	（　）有（　）無



〇直近５年間において知的財産関連の助成金の交付を受けた実績
	年度
	申請先
	助成事業名
	テーマ
	助成金額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	




４　申請者の概要
	フリガナ
名　　称
	
	フリガナ
代表者名
	

	東京都内の
登記上所在地
	　
	ＴＥＬ
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	連絡先
所在地
	
	ＴＥＬ
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	フリガナ
連絡担当者
	
	部署
	

	
	
	役職
	

	E-MAIL
	

	資本金
又は出資金
	　千円　
	常時使用する
従業員数（注１）
	　　　　　　　　名
（うち正社員　　　　名）

	設立年月日
（注２）
	　（和暦）令和　　年　　月　　日

	中小企業
基本法上の
業種分類
（注３）
	（　）製造業その他（　）卸売業 　　 （　）サービス業　（　）小売業　
（　）中小企業団体（　）一般社団法人（　）一般財団法人

	産業分類上の業種分類
（注４）
	大分類：
中分類：
小分類：

	事業概要
(概ね50字以内で簡潔に記載)
	



（注１）従業員数は、労働基準法上の労働契約に基づく労働者のうち、同法第20条の解雇の予告を必要とする者の数を記入してください。
（注２）個人事業者の場合は開業届に記載している開業年月日
（注３）次のウェブページを参照してください。中小企業庁http://www.chusho.meti.go.jp/ ＞中小企業庁について＞中小企業・小規模企業者の定義＞中小企業の定義に関するよくある質問＞Q4
（注４）次のウェブページを参照してください。総務省http://www.soumu.go.jp/index.html ＞政策＞国民生活と安心・安全＞統計基準等＞分類に関する統計基準＞日本標準産業分類

５　役員・株主名簿
申請日現在
	役員・株主
（該当に〇印）
	氏名
（注１）
	役職等
（注２）
	持ち株数
（注３）
	持ち株
比率（％）
	大企業に該当
（注４）

	（　）役員
（　）株主
	
	
	
	　　
	

	（　）役員
（　）株主
	
	
	
	　　
	

	（　）役員
（　）株主
	
	
	
	　　
	

	（　）役員
（　）株主
	
	
	
	　　
	

	（　）役員
（　）株主
	
	
	
	　　
	

	（　）役員
（　）株主
	
	
	
	　　
	

	（　）役員
（　）株主
	
	
	
	
	

	（　）役員
（　）株主
	
	
	
	
	

	その他の株主
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	



（注１）役員は監査役を含めて全員記載してください。名簿が履歴事項全部証明書の役員に関する事項又は確定申告書別表二の株主明細と異なる場合は、下記にその理由を記載してください。
（注２）役員の場合は役職、株主の場合は申請者との関係及び職業を記載してください。
（注３）持ち株数が多い順に株主を記載し、持ち株比率70％を超えるまで個別に記載してください（ただし、株主が法人等の場合は全て記載してください。）。残りの株主については、「その他の株主」として持ち株数と持ち部比率をまとめて記載することも可能です。
（注４）名簿の中に大企業の該当がある場合は、下記にその情報を記載してください。

〇履歴事項全部証明書の役員に関する事項又は確定申告書別表二の株主明細と異なる理由
	



〇名簿の中に大企業の該当がある場合の企業情報
	企業名
	資本金額
	従業員数
	業種

	
	
	
	

	
	
	
	





６　助成事業計画書
	出願テーマ
	

	発明の概要
	

	発明者
	

	出願人
（予定）
	

	共同出願人
（予定）
※共同出願人がいる場合記載
	

	外国出願の
予定
	（　）有　　　（　）無

	１　申請の動機・目的・意欲
ＡＩ等の技術革新によるデータ活用技術の特許等出願（権利化）を目指す動機・目的・意欲

動機： 


目的： 

意欲：　


	２　技術力・開発力
現在構想しているＡＩ等の技術革新によるデータ活用技術・製品又はサービスの機能、特徴等
（図などを用いて具体的に判り易く記載）

技術力：
 
開発力： 



	３　事業性
本申請に関する製品等の市場規模とその根拠、及び当該製品等のシェアとその根拠、又はライセンス等による活用の見込み等（できる限り具体的に記載）
（1） 現在構想しているＡＩ等の技術革新によるデータ活用技術・製品又はサービスにおける、市場の動向（規模・成長性　等）





（２）市場での優位性（競合会社の状況、シェア等）





（３）特許等取得後の事業展開構想





	４　事業展開
（１）事業形態及び具体的な進め方
	
	

	事業形態
（該当するもの
全てに〇印）
	（　）自社開発（製造）・自社販売（直販・サービス提供含む）
（　）他社への製造（開発）委託・自社販売
（　）知的財産の供与（特許権に関するものに限る）
（　）その他（他社への販売委託、受託開発など）
その他の場合、事業形態：（　　　　　　　　）　　　　

	現在の進捗状況
	



	今後の展開
	


	事業展開推進のための
早期審査制度等の
利用
	



（２）収益計画
〇助成事業終了後の収益計画　※数字のみ入力
	
	初年度
	２年目
	３年目

	売上高
	
	
	

	営業損益
	
	
	



〇売上高の算出根拠　※価格×数量当の具体的な算式を用いて記載
	初年度
	

	２年目
	

	３年目
	



（３）実施体制
	開発体制

	ＡＩ等の技術革新によるデータ活用技術の開発担当者は何名いますか。

	（　）いる　　（　名）
　　
（　）いない

	開発主担当者

	氏名
	

	役職
	

	技術面での得意分野
	

	研究開発経歴
	

	知財実務体制

	特許等出願実務の担当者は何名いますか。
	（　）いる　　（　　名）
　　
（　）いない








７　特許登録までのスケジュール
	項　　　目
	　年

月
	


月
	


月
	


月
	


月
	


月
	


月
	


月
	


月
	


月
	


月
	


月

	開発スケジュール
	

	
	

	

	
	
	
	
	


	
	
	

	出願
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	審査請求
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	登録
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



８　知的財産総合センター及び中小企業振興公社等の利用実績
	１　東京都知的財産総合センターの利用状況
	
	知財助成

	　
	知財相談

	
	知財セミナー

	
	知的財産戦略導入支援事業

	
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	利用なし




	２　中小企業振興公社事業の利用状況
	
	事業（　　年度　テーマ　　　　　　　　　　　　　）

	
	事業（　　年度　テーマ　　　　　　　　　　　　　）

	
	公社で実施しているその他の助成事業
（　　年度　事業名　　　　　　　申請テーマ　　　　　　　　　　　　）

	
	その他（　　年度　事業名　　　　　　　　　　）

	
	利用なし




	３　東京都及びその他団体での受賞歴等
	年度
	団体名
	受賞名
	対象製品・技術

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	






９　適用希望助成率
	希望
	
	助成率・額
	中小企業者・小規模企業者の定義

	（　）
	中小企業者
	助成対象経費の２分の１以内・４５万円以下
	次の１～４のいずれかに該当すること。

１　製造業、建設業、運輸業、情報通信業（ソフトウェア業、情報処理サービス行を含む）、その他の業種
　資本金の額又は出資の総額が3億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が300人以下の会社及び個人
　※ゴム製品製造業（自動車又は航空機用タイヤ製造業及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く）は資本金3億円以下又は従業員900人以下

２　卸売業
　資本金の額又は出資の総額が1億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人

３　サービス業
　資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人
　※旅館業は資本金5千万円以下又は従業員200人以下

４　小売業
　資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が50人以下の会社及び個人

	（　）
	小規模企業者
	助成対象経費の３分の２以内・６０万円以下
	次の１、２のいずれかに該当すること。
１　製造業、建設業、運輸業、情報通信業（ソフトウェア業、情報処理サービス行を含む）、その他の業種
　常時使用する従業員の数が２０人以下の会社及び個人

２　卸売業・サービス業・小売業
　常時使用する従業員の数が５人以下の会社及び個人



10　出願から登録までの経費見積り及び助成金交付申請額
（単位：円）
	経　費　内　容
	助成事業に
要する経費
	助成対象経費
	助成金
交付申請額

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	




11　資金調達の内訳
（単位：円）
	区分
	資金調達金額
	調達先
	進捗状況等

	自己資金
	
	
	

	銀行借入金
	
	
	（　）調達済（　）内諾済
（　）折衝中（　）相談前

	役員借入金
	
	
	（　）調達済（　）内諾済
（　）折衝中（　）相談前

	その他
	
	
	（　）調達済（　）内諾済
（　）折衝中（　）相談前

	
	
	
	（　）調達済（　）内諾済
（　）折衝中（　）相談前

	合計
	　
	
	





















公益財団法人東京都中小企業振興公社
理事長　殿
申　請　前　確　認　書

公益財団法人東京都中小企業振興公社（以下、「公社」とする。）が実施する令和８年度AI×データ知財取得支援助成金を申請するにあたり、募集要項の内容（申請要件、対象経費、事務管理等）について承諾し、申請書に虚偽記載がないこと、及び申請者が下記の要件の全てを満たしていることを確認した。

記

１　次の（１）～（４）のいずれかに該当する会社、個人事業者、中小企業団体、一般社団法人
又は一般財団法人である。
（１）製造業・その他業種：資本金３億円以下又は従業員300人以下
（２）卸売業：資本金１億円以下又は従業員100人以下
（３）サービス業：資本金５千万円以下又は従業員100人以下
（４）小売業：資本金５千万円以下又は従業員50人以下
２　次の（１）～（４）の要件を全て満たす会社である（個人事業者を除く）
（１）大企業（中小企業者以外の者。中小企業投資育成(株)、投資事業有限責任組合を除く。
以下同様とする。）が単独で発行済株式総数又は出資総額の２分の１以上を所有又は出資
していない
（２）大企業が複数で発行済株式総数又は出資総額の３分の２以上を所有又は出資していない
（３）役員総数の２分の１以上を大企業の役員又は従業員が兼務していない
（４）その他大企業が実質的に経営に参画していない
３　本申請と同一テーマ・内容で公社・国・都道府県・区市町村等から助成を受けていない
４　本申請と同一テーマ・内容で公社が実施する他の助成事業に併願申請していない
５　本年度の本助成金に申請し、既に交付決定を受けていない
６　事業税等を滞納（分納）していない
７　東京都及び公社に対する賃料・使用料等の債務の支払いが滞っていない
８　申請日までの過去５年間に公社・国・都道府県・区市町村から補助金・助成金の交付を受け、
不正等の事故を起こしていない
９　【過去に公社から助成金の交付を受けている場合】活用状況報告書等が未提出ではない
10　民事再生法又は会社更生法による申立て等、助成事業の継続性について不確実な状況が存在し
ない
11　助成事業の実施に当たって必要な許認可を取得し、関係法令に違反していない
12　東京都暴力団排除条例に規定する暴力団関係者又は公社所定「反社会的勢力排除に関する誓約
事項」の誓約遵守に反しない
13　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条に規定する風俗関連業、ギャンブル
業、賭博等、支援の対象として社会通念上適切でないと判断される業態を営んでない
14　連鎖販売取引、ネガティブ・オプション（送り付け商法）、催眠商法、霊感商法など、公的資金
の助成先として適切でない業態を営んでない
15　本事業の成果を活用し、東京都内において引続き事業活動を実施する予定である
以上
令和　　年　　月　　日

所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※「申請者名」には法人の場合は法人名、個人事業主の場合は個人名を記載ください。

1
